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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次

第11期

第２四半期

連結累計期間

第12期

第２四半期

連結累計期間

第11期

第２四半期

連結会計期間

第12期

第２四半期

連結会計期間

第11期

会計期間
自 平成21年４月１日

至 平成21年９月30日

自 平成22年４月１日

至 平成22年９月30日

自 平成21年７月１日

至 平成21年９月30日

自 平成22年７月１日

至 平成22年９月30日

自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日

売上高 （百万円） 6,248 7,904 3,188 3,891 13,600

経常利益 （百万円） 1,816 1,583 943 553 2,675

四半期（当期）純利益 （百万円） 939 717 478 242 1,309

純資産額 （百万円） － － 14,124 15,170 14,508

総資産額 （百万円） － － 15,817 18,331 17,372

１株当たり純資産額 （円） － － 91,696.2697,989.3693,873.94

１株当たり四半期（当
期）純利益金額

（円） 6,106.204,636.833,106.341,564.128,502.96

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） 6,045.604,614.473,077.731,557.358,428.35

自己資本比率 （％） － － 89.3 82.7 83.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 1,020 1,217 － － 1,840

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 441 △171 － － △2,660

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 43 △94 － － 110

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（百万円） － － 11,888 10,610 9,663

従業員数 （人） － － 278 318 300

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 318(61)　

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員を含む）は、当第２四半期連結会計期間の

平均人員を（ ）外数で記載しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 286(59)　

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員を含む）は、当第２四半期会計期間の平均

人員を（ ）外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

生産に該当する事項がありませんので、生産実績に関する記載はしておりません。

　

(2)　受注状況

受注生産を行っておりませんので、受注状況に関する記載はしておりません。

　

(3)　販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

前年同四半期比(％)

インターネットメディア事業（百万円） 3,708 －

インターネット求人広告事業（百万円） 182 －

合計（百万円） 3,891 －

(注) １．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対

する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

株式会社サイバー・コミュニ
ケーションズ

1,457 45.7 1,713 44.0

株式会社スパイア 329 10.3 436 11.2

デジタル・アドバタイジング・
コンソーシアム株式会社

348 10.9 344 8.8

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成22年９月22日開催の取締役会において、平成23年１月５日を効力発生日として、インターネット求人

広告事業「Find Job !」を分割し、新設する株式会社ミクシィ・リクルートメントに承継させることを決議いたしま

した。

その主な内容は、次のとおりであります。

　
(1)　新設分割の目的

当社が運営しております「Find Job !」は、平成９年11月にサービスを開始して以来、Web業界に特化した転職

サービスを展開してまいりましたが、インターネット求人広告事業をより一層発展させるためには、意思決定の迅速

化が必要であると考え、本分割を実施いたします。

(2)　新設分割の方法

当社を分割会社とし、株式会社ミクシィ・リクルートメントを新設会社とする新設分割（簡易分割）とします。な

お、本会社分割は、会社法第805条に定める簡易分割に該当するため、株主総会の承認を得ずに行います。

(3)　分割に係る割当ての内容

新設会社は、本会社分割に際し、普通株式200株を発行し、その全てを当社に割り当てます。

(4)　新設分割に係る割当ての内容の算定根拠

該当事項はありません。

(5)　当該新設分割の後の新設分割設立会社となる会社の商号、事業内容、本店の所在地、代表者の氏名、資本金又は出資

の額、純資産の額、総資産の額

商号 株式会社ミクシィ・リクルートメント

事業内容 インターネット求人広告事業

本店所在地
東京都渋谷区神宮前二丁目34番17号

住友不動産原宿ビル

代表者の氏名 笠原　健治

資本金 10百万円（予定）

純資産 52百万円（予定）

総資産 61百万円（予定）

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の状況

当第２四半期におけるわが国の経済は、停滞感が強まっており、先行きについて慎重な見方が広まってまいりまし

た。内閣府の10月の月例経済報告では、「景気は、このところ足踏み状態となっている。また、失業率が高水準にあるな

ど厳しい状況にある。」とし、景気の持ち直しが期待される一方で、海外景気の下振れ懸念や為替レート・株価の変動

など景気を下押しするリスクや、雇用情勢の悪化懸念が依然残っていることに注意が必要であるとしております。

インターネット関連業界におきましては、総務省の平成21年「通信利用動向調査」によりますと、インターネット

の利用者は9,408万人に達し、モバイル端末からの利用者は8,010万人と増加しております。また、「2009年（平成21

年）日本の広告費」（株式会社電通）によりますと、2009年のインターネット広告費は、景気後退の影響を受けまし

たが前年比101.2％と引き続き成長を続けております。モバイル広告に関しましても、３Ｇ端末や通信料定額制の普及

定着やソーシャルメディアの利用が拡大したことによって、それを活用した企画性の高い広告展開が進んできており

ます。

このような環境のもと、当社ではインターネットメディア事業が堅調に推移し、当第２四半期連結会計期間の売上

高は3,891百万円（前年同四半期比22.0％増）となりました。また、営業利益は614百万円（前年同四半期比38.1％

減）、経常利益は553百万円（前年同四半期比41.3％減）、四半期純利益は242百万円（前年同四半期比49.4％減）と

なりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①インターネットメディア事業

当事業におきましては、ソーシャル・ネットワーキング サービス（以下「SNS」という）「mixi」の９月の月間

ログインユーザー数（１ヵ月に１度以上ログインしたユーザー数）は約1,446万人（前連結会計年度末約1,386万

人）となりました。「mixi」におきましては、「mixiボイス」の利用が拡大し、日記と並ぶメインコミュニケーション

機能に成長してまいりました。また、「mixiチェック」「mixiチェックイン」などの新たなコミュニケーション機能

の提供を開始したと共に、利用者が増加しているスマートフォン（mixi Touch）から「mixiアプリ」を利用できるよ

う機能追加を行っております。

収益面では、8月の「mixi」サービスの障害による影響があったものの「mixiモバイル」の広告販売が堅調に推移

したほか、「mixiアプリ」に関連する広告・課金における収益化が進んできております。また、9月よりTVCMなどの大

規模なマスプロモーションを実施したことにより広告宣伝費が増加しております。
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この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は3,708百万円となりました。また、売上高のうち、広告売上高は

3,097百万円、課金売上高は611百万円となっております。セグメント利益は913百万円となりました。

②インターネット求人広告事業

当事業におきましては、IT系の求人情報に特化することにより他社との差別化を図ること、及び、自社媒体である

「mixi」を活用することによる高い広告宣伝効果と広告宣伝費の抑制により、利益率を確保しながら収益の拡大を目

指して参りました。

求人広告市場においては引き続き有効求人倍率が低迷を続けておりますが、当第２四半期連結会計期間の売上高

は182百万円、セグメント利益は154百万円となりました。

　
(2)　財政状態の分析

①財政状態

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、資産については流動資産が15,703百万円（前連結会計年度末比612百

万円増加）となりました。固定資産は2,627百万円（前連結会計年度末比346百万円増加）となりました。主な要因と

しては、流動資産においては、現金及び預金の増加、固定資産においては、投資有価証券の取得、サーバ等の有形固定資

産の取得による増加があげられます。

負債については、流動負債が3,143百万円(前連結会計年度末比279百万円増加）となり、主な要因としては、未払法

人税等の増加があげられます。固定負債は17百万円(前連結会計年度末比17百万円増加）となりました。純資産は

15,170百万円(前連結会計年度末比661百万円増加）となり、主な要因としては、利益剰余金が7,696百万円となったこ

とがあげられます。

　
②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は10,610百万円となり

ました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において営業活動により獲得した資金は1,198百万円（前年同四半期は1,180百万円の

獲得）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益が558百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において投資活動により使用した資金は489百万円（前年同四半期は131百万円の使

用）となりました。これは主に、投資有価証券の取得、サーバ等の有形固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において財務活動により使用した資金は32百万円（前年同四半期は16百万円の獲得）

となりました。これは主に、連結子会社による短期借入金の返済によるものであります。

　
(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　
(4)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
(2)　設備の新設、除却等の計画

当社は、平成23年4月に本店の移転を予定しております。また、それに伴い第１四半期連結会計期間において、固定

資産の臨時償却（98百万円）を行っております。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 528,000

計 528,000

　

②　【発行済株式】

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年11月11日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 154,760 154,760
東京証券取引所
（マザーズ）

当社は単元株制度は採
用しておりません。

計 154,760 154,760 － －

（注）「提出日現在発行数」の欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づく新株予約権

①平成17年1月31日臨時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 5

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年２月１日

至　平成26年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　25,000

資本組入額　 12,500

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時に
おいて当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、相談役、
従業員又は顧問であることを要する。

　その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で
締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
　権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないも
のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が平成17年１月31日株主総会決議後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が平成17年１月31日株主総会決議後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合

を含まない）又は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げるものとします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成17年９月２日開催の取締役会決議により平成17年９月27日付で１株を５株に分割、平成19年５月10日開催

の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割しております。これにより、上記の表に記載の

新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。
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②　平成17年10月21日臨時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 273

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 546

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年11月１日

至　平成27年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　 50,000

資本組入額　　25,000

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時に
おいて当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、相談役、
従業員又は顧問であることを要する。

　その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で
締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
　権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないも
のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又

は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成19年５月10日開催の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割しております。これによ

り、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。
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③　平成17年10月21日臨時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 51

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 102

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年11月１日

至　平成27年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  50,000

資本組入額　　25,000

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時に
おいて当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、相談役、
従業員又は顧問であることを要する。

　その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で
締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
　権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないも
のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又

は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成19年５月10日開催の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割しております。これによ

り、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。
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④　平成18年４月28日臨時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20

新株予約権の行使時の払込金額（円） 125,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月１日

至　平成28年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　125,000

資本組入額　  62,500

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時に
おいて当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、相談役、
従業員又は顧問であることを要する。

　その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で
締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
　権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないも
のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又

は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成19年５月10日開催の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割しております。これによ

り、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。
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⑤　平成18年４月28日臨時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 2

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4

新株予約権の行使時の払込金額（円） 125,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月１日

至　平成28年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　125,000

資本組入額　  62,500

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時に
おいて当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、相談役、
従業員、顧問又は外部協力者であることを要する。

　その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で
締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
　権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないも
のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又

は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成19年５月10日開催の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割しております。これによ

り、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。
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会社法に基づく新株予約権

①　平成22年５月26日取締役会決議

区分
第２四半期会計期間末現在

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 498,867

新株予約権の行使期間
自　平成24年６月10日

至　平成27年６月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　498,867

資本組入額　 249,434

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新
株予約権を行使することができないものとする。

　その他の条件は、当社と新株予約権の割り当てを受けた
ものとの間で締結した新株予約権割当契約で定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、時価を下回る価格で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付に関する決定方針

当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）

をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新

株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件と

する。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金額

（円）」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上

記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ
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とができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑨ その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
50 154,760 0 3,757 0 3,727

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

笠原 健治 東京都渋谷区 89,762 58.00

MORGAN STANLEY & CO. INC
（常任代理人　モルガン・スタン
レーMUFG証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 
10036, U.S.A
（東京都渋谷区恵比寿4丁目20-3）

5,825 3.76

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海1丁目8-11 4,129 2.67

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 2,508 1.62

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 2,490 1.61

MORGAN STANLEY & CO.
INTERNATIONAL PLC
（常任代理人　モルガン・スタン
レーMUFG証券株式会社）

25 Cabot Square, Canary Wharf, London
E14 4QA, U.K.
（東京都渋谷区恵比寿4丁目20-3）

2,270 1.47

J.P. MORGAN CLEARING CORP-SEC
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

ONE METROTECH CENTER NORTH, BROOKLYN,NY
11201
（東京都品川区東品川2丁目3-14）

1,774 1.15

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-12 1,492 0.96

DEUTSCHE BANK AG LONDON 610
（常任代理人　ドイツ証券株式会
社）

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT AM
MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY
（東京都千代田区永田町2丁目11-1）

1,276 0.82

小割洋一 東京都渋谷区 1,000 0.65

計 ― 112,526 72.71

　

(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 154,760 154,760 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 　 154,760 － －

総株主の議決権 － 154,760 －

　

②　【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 643,000602,000462,000483,500490,500497,500

最低(円) 591,000392,500383,000415,000403,000416,000

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1)　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長（サービス本部長） 取締役（mixi事業本部長） 原田 明典 平成22年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１． 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会

計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成

22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連

結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人

トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,610 12,163

売掛金 2,767 2,720

その他 334 212

貸倒引当金 △8 △5

流動資産合計 15,703 15,090

固定資産

有形固定資産

建物 227 171

減価償却累計額 △158 △47

建物（純額） 69 124

工具、器具及び備品 2,193 2,097

減価償却累計額 △1,344 △1,251

工具、器具及び備品（純額） 849 846

有形固定資産合計 918 970

無形固定資産

その他 250 183

無形固定資産合計 250 183

投資その他の資産

その他 1,486 1,137

貸倒引当金 △27 △10

投資その他の資産合計 1,459 1,127

固定資産合計 2,627 2,281

資産合計 18,331 17,372
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 26 53

未払金 1,111 1,558

未払法人税等 919 332

賞与引当金 106 52

その他 980 866

流動負債合計 3,143 2,863

固定負債

資産除去債務 17 －

固定負債合計 17 －

負債合計 3,161 2,863

純資産の部

株主資本

資本金 3,757 3,753

資本剰余金 3,727 3,723

利益剰余金 7,696 7,056

株主資本合計 15,180 14,533

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △15 △24

評価・換算差額等合計 △15 △24

新株予約権 5 －

純資産合計 15,170 14,508

負債純資産合計 18,331 17,372
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 6,248 7,904

売上原価 1,252 1,997

売上総利益 4,995 5,907

販売費及び一般管理費 ※1
 3,135

※1
 4,218

営業利益 1,860 1,689

営業外収益

受取利息 12 10

その他 0 2

営業外収益合計 13 12

営業外費用

支払利息 0 1

持分法による投資損失 16 71

為替差損 4 13

投資事業組合運用損 35 32

その他 0 －

営業外費用合計 57 119

経常利益 1,816 1,583

特別利益

持分変動利益 － 4

特別利益合計 － 4

特別損失

固定資産除却損 7 14

固定資産臨時償却費 － 98

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 31

特別損失合計 7 144

税金等調整前四半期純利益 1,809 1,443

法人税、住民税及び事業税 866 880

法人税等調整額 3 △153

法人税等合計 870 726

少数株主損益調整前四半期純利益 － 717

四半期純利益 939 717
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 3,188 3,891

売上原価 630 1,013

売上総利益 2,558 2,877

販売費及び一般管理費 ※1
 1,565

※1
 2,263

営業利益 992 614

営業外収益

受取利息 6 5

その他 0 0

営業外収益合計 6 5

営業外費用

支払利息 0 1

持分法による投資損失 11 40

為替差損 9 6

投資事業組合運用損 35 18

その他 0 －

営業外費用合計 56 66

経常利益 943 553

特別利益

持分変動利益 － 4

特別利益合計 － 4

税金等調整前四半期純利益 943 558

法人税、住民税及び事業税 526 394

法人税等調整額 △61 △78

法人税等合計 465 316

少数株主損益調整前四半期純利益 － 242

四半期純利益 478 242
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,809 1,443

減価償却費 220 227

固定資産臨時償却費 － 98

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 31

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 18

賞与引当金の増減額（△は減少） 4 53

受取利息及び受取配当金 △12 △10

支払利息 0 1

為替差損益（△は益） 2 12

持分法による投資損益（△は益） 16 71

投資事業組合運用損益（△は益） 35 32

持分変動損益（△は益） － △4

固定資産除却損 7 14

売上債権の増減額（△は増加） △55 △46

未払金の増減額（△は減少） △118 △509

未払消費税等の増減額（△は減少） △39 48

その他 128 15

小計 2,001 1,498

利息の受取額 9 9

利息の支払額 △0 △1

法人税等の支払額 △990 △289

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,020 1,217

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △2,000

定期預金の払戻による収入 － 2,500

有価証券の償還による収入 1,000 －

有形固定資産の取得による支出 △190 △262

無形固定資産の取得による支出 △88 △17

投資有価証券の取得による支出 △246 △312

貸付けによる支出 △30 △20

その他 △2 △59

投資活動によるキャッシュ・フロー 441 △171

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 － △26

短期借入れによる収入 14 －

株式の発行による収入 29 7

配当金の支払額 － △75

財務活動によるキャッシュ・フロー 43 △94

現金及び現金同等物に係る換算差額 11 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,517 947

現金及び現金同等物の期首残高 10,371 9,663

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 11,888

※1
 10,610
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　 当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１．会計処理基準に関する

事項の変更
（1）資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に

関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20

年３月31日）を適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利

益、経常利益が６百万円減少し、税金等調整前四半期

純利益が38百万円減少しております。また、当会計基

準等の適用開始により、投資その他の資産の「その

他」が37百万円減少しております。当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は17百万円で

あります。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ
り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ
り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（賞与引当金）

当社は従業員に対する賞与の支給方法について改定を行い、従来年４回（５月、８月、11月、２月）支給しており
ました賞与を年２回（６月、１２月）に変更致しました。賞与引当金は、当第２四半期連結累計期間末に発生してい
ると見込まれる金額を計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

販売手数料 1,524百万円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

販売手数料 1,738百万円
　 　

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

販売手数料 774百万円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

販売手数料 846百万円
　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）
　
現金及び預金勘定 11,888百万円
現金及び現金同等物 11,888百万円
　

　
現金及び預金勘定 12,610百万円
預入期間が３か月を超える定
期預金

△2,000百万円

現金及び現金同等物 10,610百万円
　 　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 154,760株

　
２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

　
３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　提出会社　　5百万円

（注）権利行使期間の初日が到来しておりません。

　
４．配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日
　定時株主総会

普通株式 77 500平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

（単位：百万円）

　
インターネット
メディア事業

インターネット
求人広告事業

その他事業 計
消去又は
全社

連結

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 3,053 135 － 3,188 － 3,188

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 3,053 135 － 3,188 － 3,188

営業利益又は営業損失（△） 1,155 99 △44 1,210 (217) 992

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

（単位：百万円）

　
インターネット
メディア事業

インターネット
求人広告事業

その他事業 計
消去又は
全社

連結

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 5,982 265 － 6,248 － 6,248

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 5,982 265 － 6,248 － 6,248

営業利益又は営業損失（△） 2,235 188 △86 2,337(476)1,860

(注) １．事業の区分の方法

事業は内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主なサービス

インターネットメディア事業・・・SNS「mixi」の運営

インターネット求人広告事業・・・IT系求人サイト「Find Job!」の運営

その他事業・・・海外（中国）事業、その他新規事業

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自　平

成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略して

おります。

　
【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自　平

成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号  平成20年３月

21日）を適用しております。

　
１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社はインターネット上でウェブサイトの運営事業を中心に事業活動を展開しております。その中で、「インター

ネットメディア事業」及び「インターネット求人広告事業」の２つを報告セグメントとしております。

「インターネットメディア事業」は、SNS「mixi」の運営を、「インターネット求人広告事業」は、IT系求人サイト

「Find Job !」の運営を行っております。

　
２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

インターネット
メディア事業

インターネット
求人広告事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,551 353 7,904 0 7,904

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － －

計 7,551 353 7,904 0 7,904

セグメント利益 2,282 291 2,574 △885 1,689

(注) １．セグメント利益の調整額△885百万円には、全社費用△815百万円が含まれております。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

　

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

インターネット
メディア事業

インターネット
求人広告事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,708 182 3,891 0 3,891

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － －

計 3,708 182 3,891 0 3,891

セグメント利益 913 154 1,068 △453 614

(注) １．セグメント利益の調整額△453百万円には、全社費用△420百万円が含まれております。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 97,989.36円

　

　

１株当たり純資産額 93,873.94円

　
　 　

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

　

１株当たり四半期純利益金額 6,106.20円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

6,045.60円

　

　

１株当たり四半期純利益金額 4,636.83円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

4,614.47円

　
　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益（百万円） 939 717

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 939 717

　期中平均株式数（株） 153,784 154,649

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

　四半期純利益調整額（百万円） － －

　普通株式増加数（株） 1,541 749

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式で、前連結会計年度末から重
要な変動があったものの概要

－

普通株式の期中平均株価が行使
価格を下回り希薄化効果を有し
ていないため潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算
定に含めておりません。

期中平均株価　473,137円

平成22年５月26日取締役会決議
ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　　200株

行使価格　　　498,867円
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前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

　

１株当たり四半期純利益金額 3,106.34円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

3,077.73円

　

　

１株当たり四半期純利益金額 1,564.12円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

1,557.35円

　
　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 478 242

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 478 242

期中平均株式数（株） 153,931 154,727

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 1,430 672

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式で、前連結会計年度末から重
要な変動があったものの概要

－

普通株式の期中平均株価が行使
価格を下回り希薄化効果を有し
ていないため潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算
定に含めておりません。

期中平均株価　448,659円

平成22年５月26日取締役会決議
ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　　200株

行使価格　　　498,867円

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２１年１１月９日

株式会社ミクシィ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    原田　誠司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    菊地　徹　    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ミク

シィの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成２１年７月１

日から平成２１年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ミクシィ及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年１１月８日

株式会社ミクシィ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    原田　誠司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    菊地　徹　    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ミク

シィの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成２２年７月１

日から平成２２年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ミクシィ及び連結子会社の平成２２年９月３０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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